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議　案 10 41
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議　案　一　覧　表 (平成２７年３月４日提出）

議　　　案
件　　　　　　　　　　名 ページ

泉南市教育委員会教育長の任命について

泉南市教育委員会委員の任命について

泉南市行政手続条例の一部を改正する条例の制定について

教育長の職務に専念する義務の特例に関する条例の制定について

地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に関す
る条例の制定について

工事請負契約の締結について

人権擁護委員を推薦するための意見を求めるについて

市道路線の認定等について

泉南市附属機関に関する条例及び報酬及び費用弁償条例の一部を改正する条例の制定について

教育長の勤務時間その他の勤務条件に関する条例の制定について

泉南市手数料条例の一部を改正する条例の制定について



種　類 番　号

議　案 12 49

議　案 13 55

議　案 14 59

議　案 15 63

議　案 16 69

議　案 17 73

議　案 18 79

議　案 19 83

議　案 20 87

議　案 21 91

議　案 22 95

議　案 23 139

議　　　案
件　　　　　　　　　　名 ページ

泉南市立保育所設置条例の一部を改正する条例の制定について

泉南市立幼稚園条例の一部を改正する条例の制定について

泉南市立認定こども園条例の制定について

泉南市立公民館条例の一部を改正する条例の制定について

泉南市下水道条例の一部を改正する条例の制定について

泉南市地域包括支援センターにおける包括的支援事業の実施に係る人員等の基準に関する条例の制定
について

泉南市国民健康保険条例の一部を改正する条例の制定について

泉南市介護保険条例の一部を改正する条例の制定について

泉南市指定介護予防支援事業者の指定並びに指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介
護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例の制定について

平成２６年度大阪府泉南市汚水処理施設管理特別会計補正予算（第１号）

泉州南消防組合設立に伴う関係条例の整理に関する条例の制定について

平成２６年度大阪府泉南市一般会計補正予算（第８号）



議　案 24 145

議　案 25 別冊

議　案 26 別冊

議　案 27 別冊

議　案 28 別冊

議　案 29 別冊

議　案 30 別冊

議　案 31 別冊

議　案 32 別冊

議　案 33 別冊

議　案 34 別冊

議　案 35 別冊

議　案 36 別冊

平成２７年度大阪府泉南市信達市場財産区会計予算

平成２７年度大阪府泉南市馬場財産区会計予算

平成２７年度大阪府泉南市男里財産区会計予算

平成２６年度大阪府泉南市介護保険事業特別会計補正予算（第４号）

平成２７年度大阪府泉南市狐池財産区会計予算

平成２７年度大阪府泉南市信達市場（久堀池）財産区会計予算

平成２７年度大阪府泉南市一般会計予算

平成２７年度大阪府泉南市樽井地区財産区会計予算

平成２７年度大阪府泉南市海営宮池財産区会計予算

平成２７年度大阪府泉南市新家高野・野口（大掛）財産区会計予算

平成２７年度大阪府泉南市幡代財産区会計予算

平成２７年度大阪府泉南市信達岡中財産区会計予算

平成２７年度大阪府泉南市信達岡中新池財産区会計予算



種　類 番　号

議　案 37 別冊

議　案 38 別冊

議　案 39 別冊

議　案 40 別冊

議　案 41 別冊

議　案 42 別冊

議　案 43 別冊

平成２７年度大阪府泉南市国民健康保険事業特別会計予算

議　　　案
件　　　　　　　　　　名 ページ

平成２７年度泉南市水道事業会計予算

平成２７年度大阪府泉南市下水道事業特別会計予算

平成２７年度大阪府泉南市汚水処理施設管理特別会計予算

平成２７年度大阪府泉南市介護保険事業特別会計予算

平成２７年度大阪府泉南市後期高齢者医療事業特別会計予算

平成２７年度大阪府泉南市公共用地取得事業特別会計予算



議案第１号 
 

   泉南市教育委員会教育長の任命について 

 
 次の者を泉南市教育委員会教育長に任命したいので、地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律（平

成２６年法律第７６号）による改正後の地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第４条第１

項の規定により議会の同意を求める。 
 
  平成２７年３月４日提出 
 

泉南市長 竹 中 勇 人 
 

 住  所  泉南市信達金熊寺８５３番地 

 氏  名  福本 光宏（ふくもと みつひろ） 

 生年月日  昭和２９年１０月７日 

 職  業  地方公務員 

 

提案理由 

 福本光宏氏を泉南市教育委員会教育長として最適任者と認め新たに任命したいので、提案するものである。 
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議案第１号参考 

 

   福本 光宏氏 経歴 

 

昭和５２年 ３月  龍谷大学経営学部経営学科卒業 

同 ５２年 ４月  大阪府立和泉鳥取高等学校非常勤講師 

同 ５５年 ４月  泉南市立砂川小学校教諭 

同 ６３年 ４月  泉南市立新家東小学校教諭 

平成 ９年 ４月  大阪府教育委員会指導主事 

同 １３年 ４月  大阪府教育委員会管理主事 

同 １６年 ４月  田尻町立小学校校長 

同 １９年 ４月  泉南市立新家東小学校校長 

同 ２５年 ４月  泉南市立砂川小学校校長（現在に至る。） 

 同 ２６年 ４月  泉南市校園長会会長（現在に至る。） 
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議案第２号 
 

   泉南市教育委員会委員の任命について 

 
 次の者を泉南市教育委員会委員に任命したいので、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２

号）第４条第１項の規定により議会の同意を求める。 
 
  平成２７年３月４日提出 
 

泉南市長 竹 中 勇 人 
 

 住  所  泉南市信達市場２１７９番地 

 氏  名  片木 哲男（かたぎ てつお） 

 生年月日  昭和２５年７月８日 

 職  業  会社役員 

 

提案理由 

 片木哲男氏は、平成２７年３月１３日をもって任期満了となるが、教育委員会委員として最適任者と認め再任したいので、

提案するものである。 
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議案第２号参考 

 

   片木 哲男氏 経歴 

 

昭和５１年 ３月  大阪市立大学文学部史学地理学科卒業 

同 ５１年 ４月  大阪府立千里高等学校非常勤講師 

同 ５４年 ４月  神奈川県立商工高等学校教諭 

同 ５５年 ４月  大阪府立伯太高等学校教諭 

同 ５８年 ４月  三和紡績株式会社入社 

 平成 １年 ４月  泉南市立信達幼稚園ＰＴＡ会長 

同  ７年 ４月  泉南市青少年指導員 

同 １２年１２月  泉南市都市計画審議会委員 

 同 １５年 １月  株式会社りんくうライフサポート取締役（現在に至る。） 

 同 ２３年 ３月  泉南市教育委員会委員（現在に至る。） 
 同 ２３年 ３月  泉南市教育委員会委員長（現在に至る。） 
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議案第３号 
 

   人権擁護委員を推薦するための意見を求めるについて 

  
 次の者を人権擁護委員として推薦したいので、人権擁護委員法（昭和２４年法律第１３９号）第６条第３項の規定に  

より議会の意見を求める。 
 
  平成２７年３月４日提出 
 
                               泉南市長 竹 中 勇 人 
 
住  所  泉南市信達市場１９４０番地の３ 
氏  名  中橋 政美（なかはし まさみ） 
生年月日  昭和２４年５月６日 
職  業  大学客員教授 

 
提案理由 
 中橋政美氏が、平成２７年１２月３１日をもって任期満了となるが、人権擁護委員として最適任者と認め再推薦したいの

で、意見を求めるものである。 
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議案第３号参考 
 

中橋 政美 氏 経歴 
 
昭和４７年 ５月  近畿大学理工学部経営工学科卒業 
同 ４８年 ４月  株式会社あすなろを設立 
同 ５３年 ４月  阪南町職員 
同 ５５年 ７月  社会教育主事取得 
平成２１年 ３月  阪南市退職 
同 ２２年 ２月  国立インドネシア教育大学客員教授（現在に至る。） 
同 ２５年 １月  泉南市人権擁護委員（１期目）（現在に至る。） 
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議案第４号 

 

市道路線の認定等について 

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第２項の規定により、次の路線の認定及び廃止について議会の議決を求める。 

 

  平成２７年３月４日提出 

 

泉南市長 竹 中 勇 人 

 

１ 廃止路線 

  

 

 

 

起 点

終 点

男里六丁目８９２－３番地先

男里六丁目８２０－４番地先
～

路 線 名 道路の最大最小幅員

369.6 m

道路延長 重要な経過地

　男里６号線 5.0 m 4.0 m
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２ 認定路線 

  

 

起 点

終 点

男里六丁目８９２－３番地先

男里六丁目８２３－９番地先

新家６００５－１６番地先

新家６００５－１１番地先

樽井二丁目７８９－１０番地先

樽井二丁目７８９－５番地先

路 線 名 道路延長

438.7

60.3

m117.5

m

m

　新家楠台団地内線５号支線 m

m

重要な経過地

m

m

5.0～

5.0

　真導寺線４号支線 6.0

　男里６号線

6.0 ～

m

5.0

m

～

道路の最大最小幅員

4.0
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 廃止路線 男里６号線 

起点 

終点 

藤の川 

南海電鉄 

道 

男里川 
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 認定路線 男里６号線 

 

起点 

終点 

藤の川 

南海電鉄 

道 
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 認定路線 

 

 

 

新家楠台団地内線５号支線 

起点 

終点 

主要地方道 大阪和泉泉南線 

新家楠台 

新家東和苑 
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 認定路線 

 

 

真導寺線４号支線 

起点 

終点 

泉南中学校

 新家東和苑団地 

東和苑団地 

樽井みずほタウン 

泉南市役所 
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議案第５号 
 

工事請負契約の締結について 

 
次のとおり請負契約を締結する。 

 
平成２７年３月４日提出 
 

泉南市長 竹 中 勇 人 
 
契 約 の 目 的    市営宮本住宅（新）２号棟・集会所新築工事 
契約の相手方  住所 泉南市信達市場２０８７番地 

名称 杉本建設株式会社 
代表取締役 杉本 洋 

契 約 金 額  ２６０，２８０，０００円 
契約の締結方法  一般競争入札 
仮 契 約 日  平成２７年１月２６日 
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議案第５号参考資料 
 

工事請負仮契約の締結の経過 
 
市営宮本住宅（新）２号棟・集会所新築工事 

 
工事の概要  ２号棟 

鉄筋コンクリート造、５階建、２０戸 

建築面積  ２６９．８３㎡ 

延床面積 １１７９．８２㎡ 

集会所 

鉄筋コンクリート造、１階建 

建築面積 ７１．５６㎡ 

延床面積 ７０．６８㎡ 

建築主体工事・・・一式 

屋外付帯工事・・・一式 

工 事 期 間   本契約締結日から平成２８年３月３１日まで 
入 札 事 項   入 札 日  平成２７年１月１９日 
      入札参加者数  ４社 
      入 札 回 数  １回 
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市営宮本住宅（新）２号棟・集会所新築工事入札業者及び入札経過一覧表 

 
落札金額  ２６０，２８０，０００円 

  注）落札金額は、入札金額に当該金額の１００分の８に相当する額（円未満切捨て）を加算した金額とする。 

  業 者 名 第１回入札金額（円） 備 考 

㈱旭工建 ２４１，０００，０００  

岩田地崎建設㈱ ２５４，０００，０００  

大木建設㈱ ２４１，０００，０００  

杉本建設㈱ ２４１，０００，０００ 落 札（ 抽 選 ） 
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議案第６号 

 

泉南市行政手続条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 泉南市行政手続条例の一部を改正する条例を別紙のように定める。 

 

平成２７年３月４日提出 

 

泉南市長 竹 中 勇 人 

 

提案理由 

 行政手続法の一部を改正する法律(平成２６年法律第７０号)が公布され、行政指導及び処分に関する制度が整備されたこ

とにより、本市においても行政手続制度の適正な運営をはかるため、本条例を提案するものである。 
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泉南市条例第 号 

 

泉南市行政手続条例の一部を改正する条例 

 

 泉南市行政手続条例（平成１２年泉南市条例第２２号）の一部を次のように改正する。 

 目次中「第４章 行政指導（第３０条―第３４条）」を「第４章 行政指導（第３０条―第３４条の２） 

第４章の２ 処分等の求め（第３４条の３） 」に改める。 

第３条中「第４章」を「第４章の２」に改める。 

第３３条第３項を同条第４項とし、同条第２項中「前項」を「前２項」に改め、同項を同条第３項とし、同条第１項の次

に次の１項を加える。 

２ 行政指導に携わる者は、当該行政指導をする際に、市の機関が許認可等をする権限又は許認可等に基づく処分をする権

限を行使し得る旨を示すときは、その相手方に対して、次に掲げる事項を示さなければならない。 

⑴ 当該権限を行使し得る根拠となる法令又は条例等の条項 

⑵ 前号の条項に規定する要件 

⑶ 当該権限の行使が前号の要件に適合する理由 

第４章中第３４条の次に次の１条及び１章を加える。 

（行政指導の中止等の求め） 

第３４条の２ 法令又は条例等に違反する行為の是正を求める行政指導（その根拠となる規定が法律又は条例に置かれてい

るものに限る。）の相手方は、当該行政指導が当該法律又は条例に規定する要件に適合しないと思料するときは、当該行

政指導をした市の機関に対し、その旨を申し出て、当該行政指導の中止その他必要な措置をとることを求めることができ

25



る。ただし、当該行政指導がその相手方について弁明その他意見陳述のための手続を経てされたものであるときは、この

限りでない。 

２ 前項の申出は、次に掲げる事項を記載した申出書を提出してしなければならない。 

⑴ 申出をする者の氏名又は名称及び住所又は居所 

⑵ 当該行政指導の内容 

⑶ 当該行政指導がその根拠とする法律又は条例の条項 

⑷ 前号の条項に規定する要件 

⑸ 当該行政指導が前号の要件に適合しないと思料する理由 

⑹ その他参考となる事項 

３ 当該市の機関は、第１項の規定による申出があったときは、必要な調査を行い、当該行政指導が当該法律又は条例に規

定する要件に適合しないと認めるときは、当該行政指導の中止その他必要な措置をとらなければならない。 

第４章の２ 処分等の求め 

第３４条の３ 何人も、法令又は条例等に違反する事実がある場合において、その是正のためにされるべき処分又は行政指

導（その根拠となる規定が法律又は条例に置かれているものに限る。）がされていないと思料するときは、当該処分をす

る権限を有する行政庁又は当該行政指導をする権限を有する市の機関に対し、その旨を申し出て、当該処分又は行政指導

をすることを求めることができる。 

２ 前項の申出は、次に掲げる事項を記載した申出書を提出してしなければならない。 

⑴ 申出をする者の氏名又は名称及び住所又は居所 

⑵ 法令又は条例等に違反する事実の内容 

⑶ 当該処分又は行政指導の内容 

⑷ 当該処分又は行政指導の根拠となる法令又は条例等の条項 
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⑸ 当該処分又は行政指導がされるべきであると思料する理由 

⑹ その他参考となる事項 

３ 当該行政庁又は市の機関は、第１項の規定による申出があったときは、必要な調査を行い、その結果に基づき必要があ

ると認めるときは、当該処分又は行政指導をしなければならない。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 

（泉南市市税賦課徴収条例の一部改正） 

２ 泉南市市税賦課徴収条例（昭和３２年泉南市条例第６号）の一部を次のように改正する。 

 第４条の２第２項中「第３３条第３項」を「第３３条第４項」に、「第３３条第２項」を「第３３条第３項」に改める。 

（泉南市都市計画税賦課徴収条例の一部改正） 

３ 泉南市都市計画税賦課徴収条例（昭和３６年泉南市条例第１１号）の一部を次のように改正する。 

 第７条第２項中「第３３条第３項」を「第３３条第４項」に、「第３３条第２項」を「第３３条第３項」に改める。 

（泉南市国民健康保険税条例の一部改正） 

４ 泉南市国民健康保険税条例（昭和４１年泉南市条例第２号）の一部を次のように改正する。 

 第２８条第２項中「第３３条第３項」を「第３３条第４項」に、「第３３条第２項」を「第３３条第３項」に改める。 
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議案第７号 

 

泉南市附属機関に関する条例及び報酬及び費用弁償条例の一部を改正する条例の制定

について 
 

 泉南市附属機関に関する条例及び報酬及び費用弁償条例の一部を改正する条例を別紙のように定める。 

 

  平成２７年３月４日提出 

 

泉南市長 竹 中 勇 人 

 

提案理由 

 泉南市まち・ひと・しごと創生総合戦略推進委員会及び泉南市公共施設等最適化推進委員会の設置及び当該委員の報酬に

ついて規定するため、本条例を提案するものである。 
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泉南市条例第 号 

 

泉南市附属機関に関する条例及び報酬及び費用弁償条例の一部を改正する条例 

 

（泉南市附属機関に関する条例の一部改正） 

第１条 泉南市附属機関に関する条例（昭和４６年泉南市条例第１１号）の一部を次のように改正する。 

別表第１泉南市総合計画審議会の項の次に次のように加える。 

泉南市まち・ひと・しごと創生総合戦

略推進委員会 

まち・ひと・しごと創生法に基づく泉南市まち・ひと・

しごと創生総合戦略の策定及び改訂並びに施策の客観的

な効果検証に関する事項 

別表第１泉南市総合交流拠点施設指定候補者選定委員会の項の次に次のように加える。 

泉南市公共施設等最適化推進委員会 市の公共施設等の最適化の推進に関する事項 

（報酬及び費用弁償条例の一部改正） 

第２条 報酬及び費用弁償条例（昭和３１年泉南市条例第２３号）の一部を次のように改正する。 

別表総合計画審議会委員の項の次に次のように加える。 

まち・ひと・しごと創生総合戦略推進委員会委

員 

日額 ７，５００円 

別表総合交流拠点施設指定候補者選定委員会委員の項の次に次のように加える。 

公共施設等最適化推進委員会委員 日額 ７，５００円 
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附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第８号 

 

教育長の勤務時間その他の勤務条件に関する条例の制定について 

 

 教育長の勤務時間その他の勤務条件に関する条例を別紙のように定める。 

 

  平成２７年３月４日提出 

 

泉南市長 竹 中 勇 人 

 

提案理由 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律（平成２６年法律第７６号）の施行に伴い、教育長の勤

務時間その他の勤務条件について定めるため、本条例を提案するものである。 
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泉南市条例第 号 

 

教育長の勤務時間その他の勤務条件に関する条例 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、教育長の勤務時間その他必要な勤務条件に関して定めるものとする。 

（勤務時間等） 

第２条 教育長の勤務時間その他の勤務条件は、他に特別の定めがあるものを除くほか、一般職の例による。 

附 則 

 この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 

35



白  紙 

36

kagotani2320
長方形



議案第９号 

 

教育長の職務に専念する義務の特例に関する条例の制定について 

 

 教育長の職務に専念する義務の特例に関する条例を別紙のように定める。 

 

  平成２７年３月４日提出 

 

泉南市長 竹 中 勇 人 

 

提案理由 

 地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律（平成２６年法律第７６号）の施行に伴い、教育長の職

務に専念する義務の特例に関し必要な事項を定めるため、本条例を提案するものである。 
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泉南市条例第 号 

 

教育長の職務に専念する義務の特例に関する条例 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第１１条第５項の規定に基

づき、教育長の職務に専念する義務の特例に関し必要な事項を定めるものする。 

（職務に専念する義務の免除） 

第２条 教育長は、次の各号のいずれかに該当する場合は、あらかじめ教育委員会の承認を得てその職務に専念する義務を

免除されることができる。 

⑴ 研修を受ける場合 

⑵ 厚生に関する計画の実施に参加する場合 

⑶ 前２号に規定する場合を除くほか市長が定める場合 

附 則 

 この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 
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議案第１０号 

 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例

の整備に関する条例の制定について 
 

 地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する条例を別紙のよう

に定める。 

 

平成２７年３月４日提出 

 

泉南市長 竹 中 勇 人 

 

提案理由 

 地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律（平成２６年法律第７６号）の施行に伴い、教育長につ

いての関係条例を整備するため、本条例を提案するものである。  
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泉南市条例第 号 

 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例

の整備に関する条例 
 

（特別職の職員の給与に関する条例の一部改正） 

第１条 特別職の職員の給与に関する条例（昭和３１年泉南市条例第３７号）の一部を次のように改正する。 

第１条に次の１号を加える。 

⑶ 教育長 

附則第２項中「６５５，２００円」と」の次に「、「６５０，０００円」とあるのは「６１７，５００円」と」を加え

る。 

別表に次のように加える。 

教育長 ６５０，０００円

（泉南市職員旅費条例の一部改正） 

第２条 泉南市職員旅費条例（昭和３１年泉南市条例第７号）の一部を次のように改正する。 

 別表第１及び別表第２中「副市長」の次に「・教育長」を加える。 

（特別職等の職員の退職手当に関する条例の一部改正） 

第３条 特別職等の職員の退職手当に関する条例（平成１１年泉南市条例第１６号）の一部を次のように改正する。 

 題名中「特別職等」を「特別職」に改める。 

第１条及び第２条中「特別職等」を「特別職」に改める。 

第３条第２項中「、４８月」を「、次の各号の月数」に改め、同項に次の各号を加える。 

43



⑴ 市長 ４８月 

⑵ 副市長 ４８月 

⑶ 教育長 ３６月 

第４条中「特別職等」を「特別職」に改める。 

（報酬及び費用弁償条例の一部改正） 

第４条 報酬及び費用弁償条例（昭和３１年泉南市条例第２３号）の一部を次のように改正する。 

別表教育委員会委員長の項を削る。 

（職員の厚生制度に関する条例の一部改正） 

第５条 職員の厚生制度に関する条例（平成１７年泉南市条例第１６号）の一部を次のように改正する。 

第２条中第３号を削り、第４号を第３号とする。 

（泉南市教育委員会の教育長の給与等に関する条例の廃止） 

第６条 泉南市教育委員会の教育長の給与等に関する条例（昭和３１年泉南市条例第２５号）は、廃止する。 

附 則 

 この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 
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議案第１１号 
 

   泉南市手数料条例の一部を改正する条例の制定について  

 
 泉南市手数料条例の一部を改正する条例を別紙のように定める。 
 
  平成２７年３月４日提出 
 
                               泉南市長 竹 中 勇 人 
 
提案理由 
 市が特定の者に提供する役務に対してより適正な負担を求め、市民負担の公平化を図る観点から手数料条例中において定

める手数料の額について改正を行うとともに、その他規定の整理を行うため、本条例を提案するものである。 
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泉南市条例第 号 
 

   泉南市手数料条例の一部を改正する条例 

 
 泉南市手数料条例（平成１２年泉南市条例第１５号）の一部を次のように改正する。 
 第２条の表３６の項中「２，３００円」を「２，８００円」に改め、同表４１の項及び４２の項を削り、同表４３の項か

ら４９の項までを２項ずつ繰り上げる。 
 第３条第５号中「３５」を「３６」に、「６００円」を「８００円」に改め、同条第６号中「３６」を「３７」に改め、

同条第７号中「３７及び３８」を「３８及び３９」に改める。 
   附 則 
 （施行期日） 
１ この条例は、平成２７年１０月１日から施行する。 
 （経過措置） 
２ 改正後の第２条の表３６の項及び第３条第５号の規定は、前項の施行の日以後に申請を受理するものから適用し、同日

前までに申請を受理したものについては、なお従前の例による。 
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議案第１２号 
 

   泉南市立公民館条例の一部を改正する条例の制定について  

 
 泉南市立公民館条例の一部を改正する条例を別紙のように定める。 
 
  平成２７年３月４日提出 
 
                               泉南市長 竹 中 勇 人 
 
提案理由 
 公の施設の利用者に対してより適正な負担を求め、市民負担の公平化を図る観点から、市立公民館の使用料の改定を行う

ため、本条例を提案するものである。 
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泉南市条例第 号 
 

   泉南市立公民館条例の一部を改正する条例 

 
泉南市立公民館条例（昭和３１年泉南市条例第２７号）の一部を次のように改正する。 

 別表（備考以外の部分に限る。）を次のように改める。 
別表（第９条関係） 
 （１）信達公民館 
 （円） 

使用区分 

基本使用料 午前・午

後・夜間の

１使用区分

ごとの冷暖

房使用料 

超過１時間

につき 

午前 午後 夜間 昼間 昼夜間 全日 

午前９時か

ら正午まで 

午後１時か

ら午後５時

まで 

午後６時か

ら午後10時

まで 

午前９時か

ら午後５時

まで 

午後１時か

ら午後10時

まで 

午前９時か

ら午後10時

まで 

多目的ホール 

（講堂） 
2,600 3,400 4,300 6,000 7,700 10,300 340 850 

和室 500 600 800 1,100 1,400 1,900 60 150 

講座室１ 500 600 800 1,100 1,400 1,900 60 150 

講座室２ 800 1,000 1,300 1,800 2,300 3,100 80 250 
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講座室３ 500 600 800 1,100 1,400 1,900 60 150 

講座室４ 500 600 800 1,100 1,400 1,900 60 150 

 （２）新家公民館 
 （円） 

使用区分 

基本使用料 午前・午

後・夜間の

１使用区分

ごとの冷暖

房使用料 

超過１時間

につき 

午前 午後 夜間 昼間 昼夜間 全日 

午前９時か

ら正午まで

午後１時か

ら午後５時

まで 

午後６時か

ら午後10時

まで 

午前９時か

ら午後５時

まで 

午後１時か

ら午後10時

まで 

午前９時か

ら午後10時

まで 

多目的ホール 

（講堂） 
1,600 2,100 2,700 3,700 4,800 6,400 200 520 

小会議室 500 600 800 1,100 1,400 1,900 60 150 

和室Ａ 900 1,100 1,400 2,000 2,500 3,400 100 270 

和室Ｂ 500 600 800 1,100 1,400 1,900 60 150 

 （３）西信達公民館 
 （円） 

 

 

使用区分 

基本使用料 午前・午

後・夜間の

１使用区分

ごとの冷暖

超過１時間

につき 

午前 午後 夜間 昼間 昼夜間 全日 

午前９時か

ら正午まで

午後１時か

ら午後５時

午後６時か

ら午後10時

午前９時か

ら午後５時 

午後１時か

ら午後10時

午前９時か

ら午後10時
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  まで まで まで まで まで 房使用料  

多目的ホール 

（講堂） 
1,600 2,100 2,700 3,700 4,800 6,400 200 520 

料理室 900 1,200 1,500 2,100 2,700 3,600 120 300 

和室Ａ 500 600 800 1,100 1,400 1,900 60 150 

和室Ｂ 500 600 800 1,100 1,400 1,900 60 150 

小会議室Ａ 500 600 800 1,100 1,400 1,900 60 150 

小会議室Ｂ 500 600 800 1,100 1,400 1,900 60 150 

 （４）樽井公民館 
 （円） 

使用区分 

基本使用料 午前・午

後・夜間の

１使用区分

ごとの冷暖

房使用料 

超過１時間

につき 

午前 午後 夜間 昼間 昼夜間 全日 

午前９時か

ら正午まで

午後１時か

ら午後５時

まで 

午後６時か

ら午後10時

まで 

午前９時か

ら午後５時

まで 

午後１時か

ら午後10時

まで 

午前９時か

ら午後10時

まで 

多目的ホール 

（講堂） 
5,400 7,200 9,000 12,600 16,200 21,600 780 1,800 

会議室兼控室 1,100 1,400 1,800 2,500 3,200 4,300 140 350 

大会議室 3,000 4,000 5,000 7,000 9,000 12,000 420 1,000 

和室Ａ 800 1,000 1,300 1,800 2,300 3,100 80 250 
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和室Ｂ 800 1,000 1,300 1,800 2,300 3,100 80 250 

料理室 3,000 4,100 5,100 7,100 9,200 12,200 560 900 

中会議室 1,700 2,200 2,800 3,900 5,000 6,700 220 550 

小会議室Ａ 1,100 1,400 1,800 2,500 3,200 4,300 140 350 

小会議室Ｂ 1,100 1,400 1,800 2,500 3,200 4,300 140 350 

実習室 1,100 1,400 1,800 2,500 3,200 4,300 140 350 

附 則 
（施行期日） 

１ この条例は、平成２７年１０月１日から施行する。 
（経過措置） 

２ 改正後の別表の規定は、前項の施行の日以後に行われる申請に基づく使用許可から適用し、同日前に行われた申請に基

づく使用許可については、なお従前の例による。 
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議案第１３号 

 

泉南市下水道条例の一部を改正する条例の制定について 

 

泉南市下水道条例の一部を改正する条例を別紙のように定める。 

 

平成２７年３月４日提出 

 

泉南市長 竹 中 勇 人 

 

提案理由 

 下水道サービスの安定的な提供を確保する必要から平成２７年１１月分以後の公共下水道使用料について額の改定を行う

ため、本条例を提案するものである。 
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泉南市条例第 号 

 

泉南市下水道条例の一部を改正する条例 

 

泉南市下水道条例（平成５年泉南市条例第１号）の一部を次のように改正する。 

別表中「第１９条関係」を「第２１条関係」に改め、同表中「４３２円」を「４７５円」に、「１５円」を「１６円」に、

「１３０円」を「１４３円」に、「１５６円」を「１７１円」に、「１８１円」を「１９９円」に、「２０８円」を「２２

８円」に、「２４２円」を「２７８円」に、「２７６円」を「３１７円」に、「３１１円」を「３５７円」に、「３４４円」

を「３９５円」に改め、同表浴場汚水の項中「３０円」を「３４円」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２７年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の別表の規定は、平成２７年１１月分以後の公共下水道使用料から適用し、同年１０月分以前の公共下水道使用

料については、なお従前の例による。 
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議案第１４号 

 

泉南市立幼稚園条例の一部を改正する条例の制定について 

 

泉南市立幼稚園条例の一部を改正する条例を別紙のように定める。 

 

平成２７年３月４日提出 

 

泉南市長 竹 中 勇 人 

 

提案理由 

 平成２７年度から子ども・子育て支援新制度に移行することに伴い、預かり保育に係る利用料金等を変更するため、本条

例を提案するものである。 

  

59



白  紙 

60

kagotani2320
長方形



泉南市条例第 号 

 

泉南市立幼稚園条例の一部を改正する条例 

 

泉南市立幼稚園条例（昭和３６年泉南市条例第２号）の一部を次のように改正する。 

第１２条中「午前９時より」を「、午前８時３０分から」に改める。 

別表預かり保育料の項中「７００円」を「５００円」に、「３００円」を「２００円」に、「６００円」を「５００円」

に、「午前９時」を「午前８時３０分」に、「午後１時」を「午後１時３０分」に、「午後１２時３０分」を「午前１１時

３０分」に、「４時３０分」を「午後４時３０分」に、「１，０００円」を「８００円」に改める。 

   附 則 

 この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 
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議案第１５号 

 

泉南市立認定こども園条例の制定について 

 

 泉南市立認定こども園条例を別紙のように定める。 

 

  平成２７年３月４日提出 

 

泉南市長 竹 中 勇 人 

 

提案理由 

 平成２７年４月１日から認定こども園を開設するに当たり、事業内容等を規定する必要があるため、本条例を提案するも

のである。 
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泉南市条例第 号 

 

泉南市立認定こども園条例 

 

（設置） 

第１条 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成１８年法律第７７号。以下「法」

という。）第２条第７項に規定する目的を実現するため、泉南市立認定こども園（以下「認定こども園」という。）を設

置する。 

（名称、位置及び定員） 

第２条 認定こども園の名称及び位置は、次のとおりとする。 

 泉南市立なるにっこ認定こども園 泉南市信達市場１，９４６番地 

２ 前項に規定する認定こども園の総定員は２１０名とし、子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号。以下「支援

法」という。）第３１条第１項第１号に規定する区分ごとの利用定員は次のとおりとする。 

⑴ 支援法第１９条第１項第１号に規定する利用定員 ６０名 

⑵ 支援法第１９条第１項第２号に規定する利用定員 ８０名 

⑶ 支援法第１９条第１項第３号に規定する利用定員 ７０名 

（事業） 

第３条 認定こども園は、次に掲げる事業を行う。 

⑴ 法第９条各号に掲げる目標の達成に関すること。 

⑵ 法第２条第１２項に規定する子育て支援事業に関すること。 
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⑶ 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事業 

（職員） 

第４条 認定こども園に園長その他必要な職員を置く。 

（利用者負担） 

第５条 認定こども園に入園した子どもの保護者は、泉南市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用に関する条

例（平成２６年泉南市条例第２１号）第６条に規定する利用者負担の額を負担しなければならない。 

２ 預かり保育（支援法第１９条第１項第１号に規定する支給認定区分で満３歳以上の子どもの教育時間以外の時間帯に保

育を行うものをいう。）の利用を希望する保護者は、市に申請し、その承認を受けたうえで、別表の預かり保育料を納付

しなければならない。 

３ 市長は、前２項に規定するもののほか、食事の提供に要する費用その他利用者に負担させることが適当と認められたも

のについては、規則で定めるところにより、当該保護者から徴収することができる。 

（委任） 

第６条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

 この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 

別表（第５条関係） 

 預かり保育料基準額表 

区分 金額 時間帯 

通常期の平日 園児１人につき 

日額 ３００円 

午後１時３０分から 

午後４時３０分まで 
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春季・夏季及

び冬季休暇期

午前保育 園児１人につき 

日額 ５００円 

午前８時３０分から 

午後１時３０分まで 

午後保育 園児１人につき 

日額 ５００円 

午前１１時３０分から 

午後４時３０分まで 

１日保育 園児１人につき 

日額 ８００円 

午前８時３０分から 

午後４時３０分まで 

※ただし、８月の預かり保育料の合計額が園児１人につき８，０００円を超え

る場合は８，０００円とし、その他の月の１月あたりの預かり保育料の合計額

が園児１人につき５，０００円を超える場合は５，０００円とする。 
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議案第１６号 

 

泉南市立保育所設置条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 泉南市立保育所設置条例の一部を改正する条例を別紙のように定める。 

 

平成２７年３月４日提出 

 

泉南市長 竹 中 勇 人 

 

提案理由 

 泉南市立鳴滝第１保育所が完全民営化すること及び泉南市立鳴滝第２保育所が認定こども園に移行することに伴い、保育

所の設置に関する規定を整理する必要があるため、本条例を提案するものである。 
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泉南市条例第 号 

 

泉南市立保育所設置条例の一部を改正する条例 

 

 泉南市立保育所設置条例（昭和６２年泉南市条例第７号）の一部を次のように改正する。 

 第１条中「第３５条第３項」を「第３９条第１項」に、「に欠ける」を「を必要とする」に改める。 

 第２条泉南市立鳴滝第１保育所及び泉南市立鳴滝第２保育所の項を削る。 

 第６条第１項中「置き、その定数は、泉南市職員定数条例（昭和４９年条例第１６号）の定めるところによる」を「置く」

に改める。 

附 則 

 この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 
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議案第１７号 

 

泉南市介護保険条例の一部を改正する条例の制定について 

 

泉南市介護保険条例の一部を改正する条例を別紙のように定める。 

 

平成２７年３月４日提出 

 

泉南市長 竹 中 勇 人 

 

提案理由 

 平成２７年度から平成２９年度までの第１号被保険者の介護保険料の規定についての改正及び介護保険法に規定する介護

予防・日常生活支援総合事業についての実施猶予規定を附則に置くため、本条例を提案するものである。 
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泉南市条例第 号 

 

泉南市介護保険条例の一部を改正する条例 

 

泉南市介護保険条例（平成１２年泉南市条例第５号）の一部を次のように改正する。 

第２条中「平成２４年度」を「平成２７年度」に、「平成２６年度」を「平成２９年度」に改め、同条第１号中「２９，

９８８円」を「３２，９４０円」に改め、同条第２号中「２９，９８８円」を「４２，８２２円」に改め、同条第３号を削

り、同条第４号中「４４，９８２円」を「４９，４１０円」に改め、同号を同条第３号とし、同条第５号を削り、同条第６

号中「５９，９７６円」を「５５，９９８円」に改め、同号を同条第４号とし、同号の次に次の１号を加える。 

⑸ 令第３９条第１項第５号に掲げる者 ６５，８８０円 

第２条第７号中「７４，９４０円」を「８２，３５０円」に改め、同号ア中「５８０，０００円」を「８００，０００円」

に改め、同号イ中「等（生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第６条第２項に規定する要保護者又は中国残留邦人等の

円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）の規定による支援給付（中国残留邦

人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法律第１２７号）附

則第４条第１項の規定による支援給付を含む。以下「支援給付」という。）を必要とする状態にある者をいう。以下同

じ。）」及び「等（生活保護法第２条に規定する保護又は支援給付をいう。以下同じ。）」を削り、「次号イ、」の次に

「第８号イ、」を、「第１１号イ」の次に「、第１２号イ、第１３号イ、第１４号イ」を加え、「第１２号」を「第１５号」

に改め、同号を同条第６号とし、同条第８号中「８０，９６７円」を「８８，９３８円」に改め、同号ア中「１，２５０，

０００円」を「１，２００，０００円」に改め、同号イ中「等」を削り、「次号イ」の次に「、第９号イ」を、「第１１号

イ」の次に「、第１２号イ、第１３号イ、第１４号イ」を加え、「第１２号」を「第１５号」に改め、同号を同条第７号と
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し、同条第９号中「８９，９６４円」を「９２，２３２円」に改め、同号イ中「等」を削り、「次号イ」の次に「、第１０

号イ」を加え、「又は」を「、」に改め、「第１２号イ」の次に「、第１３号イ、第１４号イ又は第１５号イ」を加え、同

号を同条第８号とし、同条第１０号中「９８，９６０円」を「１０８，７０２円」に改め、同号ア中「３，０００，０００

円」を「２，９００，０００円」に改め、同号イ中「等」を削り、「又は」を「、第１１号イ、」に改め、「第１２号イ」

の次に「、第１３号イ、第１４号イ又は第１５号イ」を加え、同号を同条第９号とし、同条第１１号中「１０４，９５８円」

を「１１５，２９０円」に改め、同号イ中「等」を削り、「次号イ」の次に「、第１２号イ、第１３号イ、第１４号イ又は

第１５号イ」を加え、同号を同条第１０号とし、同条第１２号中「１１０，９５５円」を「１２１，８７８円」に改め、同

号イ中「等」を削り、「除く。）」の次に「次号イ、第１３号イ、第１４号イ又は第１５号イに該当する者を除く。」を加

え、同号を同条第１１号とし、同条第１３号中「１１９，９５２円」を「１５１，５２４円」に改め、同号を同条第１６号

とし、同条第１１号の次に次の４号を加える。 

⑿ 次のいずれかに該当する者 １２８，４６６円 

ア 合計所得金額が６，０００，０００円未満であり、かつ、前各号のいずれにも該当しないもの 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分による額を適用されたならば保護を必要とし

ない状態となるもの（令第３９条第１項第１号イ（⑴に係る部分を除く。）、次号イ、第１４号イ又は第１５号イに

該当する者を除く。） 

⒀ 次のいずれかに該当する者 １３１，７６０円 

ア 合計所得金額が７，０００，０００円未満であり、かつ、前各号のいずれにも該当しないもの 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分による額を適用されたならば保護を必要とし

ない状態となるもの（令第３９条第１項第１号イ（⑴に係る部分を除く。）、次号イ又は第１５号イに該当する者を

除く。） 

⒁ 次のいずれかに該当する者 １３８，３４８円 
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ア 合計所得金額が８，０００，０００円未満であり、かつ、前各号のいずれにも該当しないもの 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分による額を適用されたならば保護を必要とし

ない状態となるもの（令第３９条第１項第１号イ（⑴に係る部分を除く。）、次号イに該当する者を除く。） 

⒂ 次のいずれかに該当する者 １４４，９３６円 

ア 合計所得金額が１０，０００，０００円未満であり、かつ、前各号のいずれにも該当しないもの 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分による額を適用されたならば保護を必要とし

ない状態となるもの（令第３９条第１項第１号イ（⑴に係る部分を除く。）） 

第２条に次の１項を加える。 

２ 所得の少ない第１号被保険者についての保険料の減額賦課に係る前項第１号に該当する者の平成２７年度から平成２８

年度までの各年度における保険料率は、同号の規定にかかわらず、２９，６４６円とする。 

第４条第３項中「及びハ」を「若しくはニ」に改め、「第５号ロ」の次に「、第６号ロ、第７号ロ、第８号ロ」を加え、

「第６号」を「第９号」に改める。 

附則に次の１条を加える。 

（介護予防・日常生活支援総合事業等に関する経過措置） 

第６条 法第１１５条の４５第１項に規定する介護予防・日常生活支援総合事業については、介護予防及び生活支援の体制

整備の必要性等に鑑み、その円滑な実施を図るため、平成２７年４月１日から市長が定める日までの間は行わず、当該市

長が定める日の翌日から行うものとし、市長が定める日は、平成２９年３月３１日までのいずれかの日で定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２７年４月１日から施行する。ただし、第２条第２項の改正規定は、規則で定める日から施行する。 

（適用区分） 

77



２ この条例による改正後の第２条の規定は、平成２７年度以降の年度分の保険料について適用し、平成２６年度以前の年

度分の保険料については、なお従前の例による。 
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議案第１８号 

 

泉南市指定介護予防支援事業者の指定並びに指定介護予防支援等の事業の人員及び運営

並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を

定める条例の制定について 
 

 泉南市指定介護予防支援事業者の指定並びに指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る

介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例を別紙のように定める。 

 

  平成２７年３月４日提出 

 

泉南市長 竹 中 勇 人 

 

提案理由 

 地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律（平成２５年法律第４４

号）の施行に伴い、指定介護予防支援等の事業の人員、運営、支援の方法等に関する基準を定めるため、本条例を提案する

ものである。 
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泉南市条例第 号 

 

泉南市指定介護予防支援事業者の指定並びに指定介護予防支援等の事業の人員及び運営

並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を

定める条例 
 

（趣旨） 

第１条 この条例は、指定介護予防支援の事業に係る介護保険法(平成９年法律第１２３号。以下「法」という。)第５９条

第１項、第１１５条の２２第２項並びに第１１５条の２４第１項及び第２項の規定により、指定介護予防支援事業者の指

定並びに指定介護予防支援等(法第５８条第１項に規定する指定介護予防支援及び法第５９条第１項第１号に規定する基

準該当介護予防支援をいう。)の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の

方法に関する基準を定めるものとする。 

（指定介護予防支援事業者の指定に関する基準） 

第２条 法第１１５条の２２第２項第１号の条例で定める者は、法人とする。 

（指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関

する基準） 

第３条 法第５９条第１項並びに第１１５条の２４第１項及び第２項に規定する条例で定める基準は、指定介護予防支援等

の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準(平成１８年

厚生労働省令第３７号。以下「指定介護予防支援等事業基準」という。)及び次条に定めるところによる。 

（記録の保存年限） 

第４条 指定介護予防支援等事業基準第２８条第２項の規定の適用については、同項中「２年間」とあるのは、「５年間」
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とする。 

（委任） 

第５条 この条例の施行について必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 

 （適用区分） 

２ 第４条の規定は、この条例の施行日以後に整備の対象となる記録及び現に指定介護予防支援等事業基準により保存され

ている記録であって、当該基準による保存期間が満了していないものについて適用する。 
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議案第１９号 

 

泉南市地域包括支援センターにおける包括的支援事業の実施に係る人員等の基準に関す

る条例の制定について 
 

 泉南市地域包括支援センターにおける包括的支援事業の実施に係る人員等の基準に関する条例を別紙のように定める。 

 

  平成２７年３月４日提出 

 

泉南市長 竹 中 勇 人 

 

提案理由 

 地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律（平成２５年法律第４４

号）の施行に伴い、地域包括支援センターにおける包括的支援事業の実施に係る人員等に関する基準を定めるため、本条例

を提案するものである。 
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泉南市条例第 号 

 

泉南市地域包括支援センターにおける包括的支援事業の実施に係る人員等の基準に関す

る条例 
 

（趣旨） 

第１条 この条例は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）第１１５条の４６第４項の規定に基づ

き、地域包括支援センター（同条第１項に規定する地域包括支援センターをいう。）における包括的支援事業の実施に係

る人員等に関する基準を定めるものとする。 

（基本方針等） 

第２条 地域包括支援センターは、次条に掲げる職員が協働して包括的支援事業を実施することにより、各被保険者の心身

の状況、その置かれている環境等に応じて、法第２４条第２項に規定する介護給付等対象サービスその他の保健医療サー

ビス又は福祉サービス、権利擁護のための必要な援助等を利用できるように導き、各被保険者が可能な限り、住み慣れた

地域において自立した日常生活を営むことができるようにしなければならない。 

２ 地域包括支援センターは、地域包括支援センター運営協議会（介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号。以

下「省令」という。）第１４０条の６６第１号ロ⑵に規定する地域包括支援センター運営協議会をいう。）の意見を踏ま

えて、適切、公正かつ中立な運営を確保するものとする。 

（人員に関する基準） 

第３条 一の地域包括支援センターが担当する区域における第１号被保険者の数がおおむね３，０００人以上６，０００人

未満ごとに置くべき専らその職務に従事する常勤の職員及びその員数は、原則として次のとおりとする。 

⑴ 保健師その他これに準ずる者 １人 
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⑵ 社会福祉士その他これに準ずる者 １人 

⑶ 主任介護支援専門員（省令第１４０条の６８第１項に規定する主任介護支援専門員研修を修了した者をいう。）その

他これに準ずる者 １人 

２ 前項の規定に関わらず、地理的条件その他の条件を勘案して、特定の生活圏域に一の地域包括支援センターを設置する

ことが必要であると地域包括支援センター運営協議会において認められた場合には、当該地域包括支援センターの人員配

置基準は、次の表の左欄に掲げる担当する区域における第１号被保険者の数に応じ、それぞれ同表の右欄に定めるところ

によることができる。 

担当する区域における第１号被保険者の数 人員配置基準 

おおむね１，０００人未満 前項各号に掲げる者のうちから１人又は２人 

おおむね１，０００人以上２，０００人未満 前項各号に掲げる者のうちから２人（うち１人は専らその職務に従

事する常勤の職員とする。） 

おおむね２，０００人以上３，０００人未満 専らその職務に従事する常勤の前項第１号に掲げる者１人及び専ら

その職務に従事する常勤の同項第２号又は第３号に掲げる者のいず

れか１人 

（その他） 

第４条 この条例の施行について必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

 この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 
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議案第２０号 

 

泉南市国民健康保険条例の一部を改正する条例の制定について 

 

泉南市国民健康保険条例の一部を改正する条例を別紙のように定める。 

 

平成２７年３月４日提出 

 

泉南市長 竹 中 勇 人 

 

提案理由 

 平成２７年１月１５日に市長に提出された泉南市国民健康保険運営協議会の答申に基づき、国民健康保険運営協議会委員

定数について所要の改正を行う必要があるため、本条例を提案するものです。 
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泉南市条例第 号 

 

泉南市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

 

泉南市国民健康保険条例（昭和３４年泉南市条例第１号）の一部を次のように改正する。 

第２条第１号から第３号までの規定中「６人」を「４人」に改める。 

附 則 

この条例は、平成２７年６月１日から施行する。 
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議案第２１号 

 

泉州南消防組合設立に伴う関係条例の整理に関する条例の制定について 

 

 泉州南消防組合設立に伴う関係条例の整理に関する条例を別紙のように定める。 

 

平成２７年３月４日提出 

 

泉南市長 竹 中 勇 人 

 

提案理由 

 泉州南消防組合設立に伴い、関係条例を整理するため、本条例を提案するものである。 
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泉南市条例第 号 

 

泉州南消防組合設立に伴う関係条例の整理に関する条例 

 

（条例の廃止） 

第１条 次に掲げる条例は廃止する。 

⑴ 泉南市消防本部および消防署の設置に関する条例（昭和３９年泉南市条例第２８号） 

 ⑵ 泉南市消防職員定数条例（昭和３９年泉南市条例第２９号） 

 ⑶ 泉南市火災予防条例（昭和３７年泉南市条例第５号） 

 ⑷ 泉南市消防事務手数料条例（平成１２年泉南市条例第１６号） 

 （職員の服務の宣誓に関する条例の一部改正） 

第２条 職員の服務の宣誓に関する条例（昭和３２年泉南市条例第２２号）の一部を次のように改正する。 

 様式３を削る。 

 （泉南市消防賞じゆつ金支給条例の一部改正） 

第３条 泉南市消防賞じゆつ金支給条例（昭和６１年泉南市条例第１４号）の一部を次のように改正する。 

第１条中「消防職員及び」及び「（以下「職員等」という。）」を削る。 

第２条各号、第３条第１項第１号から第３号まで及び第３項、第６条並びに第７条中「職員等」を「消防団員」に改 

める。 

別表第１中「職員等」を「消防団員」に改める。 

別表第５中「消防団員については」及び「、消防職員については４３５，０００円を」を削る。 
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   附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第２２号 

 

平成２６年度大阪府泉南市一般会計補正予算（第８号） 

 

 平成２６年度大阪府泉南市の一般会計補正予算（第８号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ３７８，８７８千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 

２２，５５７，３５８千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出

予算補正」による。 

（繰越明許費の補正） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１３条第１項の規定により翌年度に繰り越して使用することができる

経費は、「第２表 繰越明許費」による。 

（地方債の補正） 

第３条 地方債の補正は、「第３表 地方債補正」による。 

 

平成２７年３月４日提出 

 

泉南市長 竹 中 勇 人 
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第２表　繰越明許費補正

１　追　加

款 項 事　　　　業　　　　名 金　　　　額

総 務 費 総 務 管 理 費 防災備蓄事業 ４，０００千円

総 務 費 総 務 管 理 費 地方創生総合戦略推進事業 ３，４８８千円

総 務 費 総 務 管 理 費 りんくう公園にぎわい創出プラン事業 ５，３４０千円

総 務 費 総 務 管 理 費 広域連携推進事業 ５９千円

総 務 費 総 務 管 理 費 地域資源国際化事業 １，７３０千円

民 生 費 社 会 福 祉 費 防犯事業 ２，０００千円

民 生 費 社 会 福 祉 費
社会保障分野における個人番号利用制度によるシステム
改修事業(障害福祉システム)

４，０００千円

民 生 費 社 会 福 祉 費 地域福祉力再生事業 １，５００千円

民 生 費 児 童 福 祉 費 赤ちゃんの駅設置事業 ４６０千円
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款 項 事　　　　業　　　　名 金　　　　額

民 生 費 児 童 福 祉 費 乳幼児(子ども)医療助成事業 １４，０００千円

民 生 費 生 活 保 護 費
社会保障分野における個人番号利用制度によるシステム
改修事業(生活保護システム)

１，５００千円

衛 生 費 保 健 衛 生 費
社会保障分野における個人番号利用制度によるシステム
改修事業(健康管理システム)

１，６００千円

衛 生 費 保 健 衛 生 費 妊婦健康診査事業 １５，０００千円

農 林 水 産 業 費 農 業 費 泉南農業塾運営事業 ６，０６０千円

商 工 費 商 工 費 空き店舗家賃補助事業 １，４４０千円

商 工 費 商 工 費 プレミアム商品券発行事業 ３１７，５７３千円

商 工 費 商 工 費 紀州街道観光イベント事業 １，５００千円

教 育 費 教 育 総 務 費 安全推進事業 ２，９００千円
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第３表　地方債補正

１  変    更

起 債 の 目 的

　　千円 年％以内 　　千円 年％以内

人権ふれあいセンター整備事業 97,200 普通貸借 ６ 47,400 補正前と同じ 補正前と同じ 補正前と同じ

(証書借入)

又　　は

証券発行

保健センター改修事業 25,200 〃 〃 〃 0 ― ― ―

農道整備事業 14,900 〃 〃 〃 5,600 補正前と同じ 補正前と同じ 補正前と同じ

（ただし、利率見直し方
式で借り入れる政府資金
及び地方公共団体金融機
構資金について、利率の
見直しを行った後におい
ては当該見直し後の利
率）

補 正 前 補 正 後

限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

政府その他の金融機関の
資金については、その融
通条件による。ただし、
財政の都合により、償還
期限及び据置期間を短縮
し、又は繰上償還若しく
は低利に借り換えること
ができる。
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（単位：千円）

当 該 年 度 中 当 該 年 度 末 当 該 年 度 中 当 該 年 度 末

起 債 見 込 額 現 在 高 見 込 額 起 債 見 込 額 現 在 高 見 込 額

1. 615,100 15,994,220 530,800 15,909,920

(2) 農 林 水 産 25,300 291,183 16,000 281,883

(6) 衛 生 39,000 883,023 13,800 857,823

(7) 総 務 182,200 7,021,092 132,400 6,971,292

2,073,439 28,166,890 1,989,139 28,082,590計

普 通 債

地方債現在高の補正調書

区 分

補 正 前 の 額 補 正 後 の 額
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議案第２３号 

 

平成２６年度大阪府泉南市汚水処理施設管理特別会計補正予算（第１号） 

 

 平成２６年度大阪府泉南市の汚水処理施設管理特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ６９千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ  

９２７千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出

予算補正」による。 

 

平成２７年３月４日提出 

 

泉南市長 竹 中 勇 人 
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議案第２４号 

 

平成２６年度大阪府泉南市介護保険事業特別会計補正予算（第４号） 

 

 平成２６年度大阪府泉南市の介護保険事業特別会計補正予算（第４号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ３５４千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 

４，８８２，５９３千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出

予算補正」による。 

 

  平成２７年３月４日提出 

 

泉南市長 竹 中 勇 人 
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第１表  歳 入 歳 出 予 算 補 正

  

1.   歳     入

  

款 項 補 正 前 の 額 補    正    額     計    

（単位：千円）

  

(3) 国庫支出金     1,001,911           878     1,002,789

  

 2)国庫補助金       186,271           878       187,149

  

(6) 繰　入　金       809,332         △878       808,454

  

 1)他会計繰入金       737,092         △878       736,214

  

(8) 財産収入           354           354

  

 1)財産収入           354           354

  

歳         入         合         計     4,882,239           354     4,882,593
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2.   歳     出

  

款 項 補 正 前 の 額 補    正    額     計    

（単位：千円）

  

(1) 総　務　費       168,645             0       168,645

  

 1)総務管理費       116,544             0       116,544

  

(4) 基金積立金       179,545           354       179,899

  

 1)給付準備基金積立金       179,545           354       179,899

  

歳         出         合         計     4,882,239           354     4,882,593
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